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１．はじめに
　
　本研究は、コミュニティレベルで社会教育に関わる
施設の事業について、その活動傾向やアウトプットが、
施設をめぐる制度環境的要因によってどのように影響
を受けているかを、量的データに基づいて検討するも
のである。
　社会教育施設をめぐっては、「公民館のコミュニティ
センター化」が長らく研究者・関係者らの注目する論
点となってきた。社会教育の推進を主目的とする公民
館を、住民自治・まちづくりを主目的とするコミュニ
ティセンターへと改組していく動きは、特に 2000 年
代以降においては、単に理念的な理由によるものだけ
でなく、自治体の財政的な逼迫を背景として進行して
いった。つまり、社会教育だけでなく、住民自治・ま
ちづくりを中心とした多様な役割を担う施設へと改組
することで、既存の施設の有効活用を図ることが意図
されてきたのである。また、改組されたコミュニティ
センターの経営を住民自治組織が担うケースもしばし
ば見られるが、これは自律的なまちづくりの拠点とし
ての位置づけだけでなく、職員配置による人件費負担
の軽減にもつながるものといえよう。
　もちろん、戦後の自治体社会教育行政の事業が住民
自治やまちづくりと理念的に疎遠であったわけではな
い。その意味で、公民館のコミュニティセンター化は
自治体社会教育事業のめざす目標にむしろ適合的であ
る、という見方もできよう。他方で、コミュニティセ
ンターに改組することで、住民の学習活動を積極的に
支えようとする機能が弱体化し、それが住民自治・ま
ちづくりの基盤をむしろ掘り崩していくという見方も
できる。
　これらの論点をすべて包含した実証的分析・考察を
本論文において行うのは、もちろん不可能である。本
論文では、コミュニティレベルで社会教育に関わる施
設において、実際にどのような制度環境的要因（制度
上の位置づけ、職員配置、研修参加度、外部からの相談・
助言の機会など）が、社会教育事業の実施傾向、アウ
トプットにどのような影響を与えているかを、広島県
を事例として、アンケート調査による量的データに基

づいて分析・考察するものである。
　

２．先行研究の検討
　
　公民館とコミュニティセンターとの関係をめぐる近
年の研究においては、前者から後者への移行が各地で
見られる中で、移行前と移行後を事例検証的に検討し
ようとする研究が、多く行われてきた。
　例えば出口寿久らは、島根県を事例に、公民館から
コミュニティセンターに移行した後も活発に活動を行
っているケースについて事例分析を行いつつ、人材育
成としての社会教育事業、そしてそれを支える社会教
育行政の関わりが、コミュニティセンター移行後も施
設との間に保たれているかが、その施設が地域拠点と
して活発に活動できるか否かを決める要因の一つにな
っていることを指し示している註 1。
　浅野秀重は、全国の自治体から公民館をコミュニテ
ィセンターに移行した自治体として、特に 4 つの事
例（岩手県北上市、山形県川西町、沖縄県名護市、福
井県坂井市）を取り上げてその経緯を詳細に検討して
いる 註 2。
　播磨正弥は大阪府守口市を事例に、公民館のコミュ
ニティセンターへの移行と、それに伴って生じた問題
点を記述するとともに、「公民館廃止反対」を掲げた職
員・利用者らの運動への共感が市民の多くに必ずしも
広がらなかったという状況についても指摘している註3。
　安藤耕己は、山形県内における公民館のコミュニテ
ィセンター化の動向を紹介しつつ、この動向が社会教
育事業の縮小化を伴っていること、他方で、コミュニ
ティセンターに移行した施設においても、ワークショ
ップなど社会教育的な手法を用いた住民活動に寄与し
ている施設も存在することを指摘している註 4。
　これらの考察については、公民館のコミュニティセ
ンター化が概して社会教育事業の縮小をもたらす傾向
に触れつつも、単にその傾向の批判に留まらず、コミ
ュニティセンターに社会教育的手法を取り入れるとい
う選択肢を提示していたり、あるいは、コミュニティ
センター化が公民館が従前から抱えていた諸問題を有
効に解決できなかったことの帰結でもあることを指摘
しているという点があることも注目されよう。
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称に「公民館等施設の～」という表現が使われており、
また質問内容の中にコミュニティセンターにとっては
やや答えにくいと思われるものがあったためと考えら
れる。
　 　

４．使用する変数の説明
　
　以下では、広島県内の社会教育に関わる施設（公民館、
生涯学習センター、コミュニティセンター）における
社会教育事業が、各施設の制度環境的要因によってど
のように規定されているかを、具体的に調査データを
用いて分析していきたい。本報告の分析で使用する変
数は、以下の通りである。
　
　①独立変数（制度環境的要因）

１．施設が設置されている自治体における社会教育
主事発令の有無

２．施設の制度上の位置づけ
３．施設の職員数（総職員数、常勤 ･ 専任職員数）
４．社会教育主事基礎資格を有する職員の有無
５．研修参加度
６．相談をする、または助言を受ける程度

　
　②従属変数【活動傾向】

１．主催事業年間実施数
２．主催事業への重点

　（趣味・稽古事、教養の向上、家庭教育・家庭生活、
体育・レクリエーション、市民意識・社会連帯意識、
職業知識・技術の向上、指導者養成）

３．自主サークル数（サークル総数、主催講座由来
サークル数）

　
　それぞれの変数について、補足説明したい。
　まず、独立変数についてである。
　１（施設が設置されている自治体における社会教育
主事発令の有無）については、質問紙調査では直接の
質問はしていないが、各施設の所在する自治体名を回
答する設問があるため、調査実施年度（2019 年度）
における広島県内自治体の社会教育主事の発令状況と
照合して、分析に使用する変数とした。
　２（施設の制度上の位置づけ）については、「公民館」

「生涯学習センター」を一括して扱い、「コミュニティ
センター」と対比して検討することとした。これは、
公民館と実質的に規模、位置づけが同等な生涯学習セ
ンターが少なからず含まれている実態を考慮している
ということもあるが、各施設が制度上、社会教育を主
目的として設置されているか否かを本論文では重視す
るためである。
　３（施設の職員数）については、施設の職員数とし
て「常勤・専任」「常勤・兼任」「非常勤」として回答

　また、移行前 ･ 移行後の比較分析とは異なるが、高
田昭彦は公民館 ･ コミュニティセンターの元々の理念
や 1990 年代以降の実態を踏まえながら、活発に公民
館活動で知られる長野県飯田市と、コミュニティセン
ター設置の先鞭をつけた東京都武蔵野市の事例とを比
較している。その上で高田は、「地域づくり」を目指す
場合は両者ともその経営や市民との関係性のあり方が
むしろ同型的になることを指摘している註 5。
　これらいずれの先行研究とも、実践的示唆として汲
むべき知見を提示している。しかし、その論拠となる
活動実態とその背景要因の把握については、いずれも
個別事例の検討に基づく形となっている。サンプルサ
イズの大きい（＝多くの施設の状況を反映した）量的
データに基づいて、コミュニティレベルでの社会教育
に関わる施設の活動実態とその背景要因の因果関係を
考察する試みは、不十分であるといえよう。
　以上の問題関心に基づき本論文では、広島県での公
民館、コミュニティセンター等を対象に行った悉皆調
査で得られた量的データに基づき、施設の活動実態が
制度環境的要因によってどのように影響を受けている
かを、検討する。
　なお、筆者は同データに基づいて、他の論文をすで
に執筆している註 6。この分析においては、公民館、コ
ミュニティセンターの活動実態を規定する要因を、制
度環境的要因と地域特性的要因に大別して分析を行っ
た。しかし、制度環境的要因については調査データの
十分な分析ができていなかった。本論文は、制度環境
的要因に絞って、活動実態に与える影響をより詳細に
検討することを意図するものである。
　

３．調査データについて
　
　本論文で使用する調査データの概要は以下の通りで
ある。
　調査対象は、広島県立生涯学習センターが 2019 年
度において把握していた県内の市立・町立の公民館、
生涯学習センター、コミュニティセンター等の計 448
施設である（調査名：「広島県における公民館等施設の
事業に関する調査」）。
　各施設への質問紙郵送は 2019 年 12 月に実施した。
回答に際しては、館長または各施設内で事業を中心的
に担う職員が記入するよう依頼した。
　質問紙調査の回収状況は表 1 の通りである。回収率
が対象施設種によってかなり異なるのは、本調査の名

表 1　 アンケート調査実施状況
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のあった人数を施設ごとに足し合わせた「総職員数」、
及び「常勤 ･ 専任職員数」を、それぞれ単独で変数と
して用いた。
　４（社会教育主事基礎資格を有する職員の有無）に
ついては、社会教育主事基礎資格を有する職員が施設
に「複数いる」「1 人いる」「1 人もいない」場合に分類し、
変数として用いた。
　５（研修参加度）については、調査実施前年度の研
修などの学習機会に「全員が 1 回以上参加した」「職員
の半数以上が 1 回以上参加した」「職員の半数未満が 1
回以上参加した」「誰も参加しなかった」の 4 つの選択
肢から 1 つを選ぶよう求め、変数として用いている。
　６（相談をする・助言を受ける程度）については、「社
会教育主事」「自治体職員」「他施設職員」「県」それぞ
れについて、相談する・助言を受ける機会がどの程度
あるかを 5 件法で回答を求めたものを、変数として用
いている。
　次に、従属変数、すなわち施設の活動傾向を示す変
数について説明する。
　１（主催事業年間実施数）については、連続の講座（例
えば全 3 回でひとまとまりの講座）を 1 回と数えるよ
うに質問紙上で指示を記した。その上で、極端に多い
事業数を記したケースについては、外れ値として処理
した註 7。
　２（主催事業への重点）については、文部科学省の
社会教育調査で用いられている公民館の「学級・講座」
の内容区分に準拠して、7 つの内容区分についてそれ
ぞれ 5 件法で質問して得られた回答結果を用いた（最
大値 5、最小値 1）。この変数については、具体的にど
のような施設がどのような学習内容の社会教育事業を
重視しているのかという観点から、各施設の志向を検
討していくために用いることとする。
　３（自主サークル数）については、施設の活動の中
で活動している自主サークルの数と、その中における
施設の主催事業に由来する自主サークル数について、
それぞれ変数として用いることとする。
　なお、以上の独立変数、従属変数について、単純集
計結果は以下の通りである（表 2、表 3）。
　
表 2　各独立変数の単純集計

　

　 
　

　 

　

 

　 
　

　

2-1　施設が設置されている自治体における社会教育主事発令
の有無

2-2　施設の制度上の位置づけ

2-3　施設の職員数（総職員数、常勤･専任職員数）

2-4　社会教育主事基礎資格を有する職員の有無

2-5　研修参加度

2-6　相談をする・助言を受ける程度
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５．制度環境的要因による施設の活動実態への
影響

　
　以下では、社会教育に関わる施設をめぐる制度環境
的要因が、その施設における活動実態にどのような影
響を与えているのかを確認したい。
　まず、各施設の設置されている自治体の教育委員会
における社会教育主事発令の有無が、どのような影響
を与えているかを確認する（表 4）。年間主催事業数に
ついては、主事が発令されている自治体の施設の方が
有意に事業数が多いという結果が得られた。また主催
事業への重点については、「家庭教育 ･ 家庭生活」「市
民意識 ･ 社会連帯意識」「指導者養成」に関する重視
度は主事が発令されている自治体の施設の方が有意に
高いという結果が得られた。自主サークルについては、
自主サークル全体数のみ、主事が発令されている施設
の方が有意に多いという結果が得られた。
　
表 4　社会教育主事発令の有無による影響

　 
　

　 

　

表 3　各従属変数の単純集計

　 
　

　 
　 

　

　 

　

　 

3-1　年間の主催事業の実施総数

3-2　主催事業への重点

3-3　自主サークル数（サークル総数、主催講座由来サークル数）

・自主サークル総数

・主催事業由来の自主サークル数

4-1　年間主催事業数と社会教育主事発令の有無（t検定）

4-2主催事業への重点と社会教育主事発令の有無（t検定）

4-3　自主サークル数と社会教育主事発令の有無（t検定）
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　次に、施設が社会教育を目的として（＝公民館また
は生涯学習センターとして）設置されているか、それ
ともコミュニティセンターとして設置され、その業務
の一環として社会教育に関わっているか、という制度
上の位置づけの違いがどのような影響を与えているか
を確認したい（表 5）。年間主催事業数については、公
民館 ･ 生涯学習センターの方が、有意に事業数が多い
という結果が得られた。
　また、主催事業への重点については、「家庭教育 ･ 家
庭生活」「市民意識 ･ 社会連帯意識」「指導者養成」に
関する重視度は公民館 ･ 生涯学習センターの方が有意
に高く、逆に「体育 ･ レクリエーション」に関する力
点はコミュニティセンターの方が有意に高い、という
結果が得られた。
　自主サークルについては、全体数についてのみ、公
民館 ･ 生涯学習センターの方が有意に高いという結果
が得られた。
　
表 5　施設の制度上の位置づけの影響

　 

　

　 

　

　 

　次に、施設における総職員数がどのような影響を与
えているかを確認したい（表 6）。
　年間主催事業数については、総職員数、常勤 ･ 専任
職員数との間にそれぞれ有意な正の相関があるという
結果が得られた。
　また、主催事業への重点については、「教養の向上」

「家庭教育 ･ 家庭生活」「市民意識 ･ 社会連帯意識」「職

業知識・技術」「指導者養成」では総職員数、常勤 ･ 専
任職員数との間に有意な正の相関があるという結果が
得られた。
　自主サークルについては、全体数のみ、総職員数、
常勤 ･ 専任職員数との間にそれぞれ有意な正の相関が
あるという結果が得られた。
　
表 6　施設の職員数による影響

　

　 

　

　 

　次に、施設における社会教育主事有資格者の職員の
有無が、どのような影響を与えているかを確認したい

（表 7）。なお本論文では多重比較において、いずれも
テューキー ･ クレイマー法を用いた。
　年間主催事業数については、有資格者が複数いるま
たは１人いる施設の方が、１人もいない施設と比べて
有意に事業数が多いという結果が得られた。
　主催事業への重点については、「趣味・稽古事」「体育・
レクリエーション」では１人もいない施設の方が有意
に重視度が高く、逆に「教養の向上」「家庭教育 ･ 家庭
生活」「市民意識 ･ 社会連帯意識」「職業知識・技術」「指
導者養成」では複数または 1 人いる施設の方が重視度
が有意に高いという結果が得られた。
　自主サークルについては、全体数についてのみ、「複
数いる」「１人いる」「１人もいない」の順に有意に多
いという結果が得られた。

 
　

5-1　年間主催事業数と施設の制度上の位置づけ（t検定）

5-2　主催事業への重点と施設の制度上の位置づけ（t検定）

5-3　自主サークル数と施設の制度上の位置づけ（t検定）

6-1　年間主催事業数と施設の職員数（相関係数）

6-2　主催事業への重点と施設の職員数（相関係数）

6-3　自主サークル数と施設の職員数（相関係数）
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表 8　研修参加度による影響

　 
　

　 
　 
　 

　 
　

　自主サークルについては、全体数のみ、「全員 1 回以
上参加」の方が「誰も参加しなかった」より有意に多

表 7　主事有資格者職員の有無による影響

　

　 
　

　

　 
　

　次に、施設職員の年間における研修参加度が、どの
ような影響を与えているかを確認したい（表 8）。
　年間主催事業数については、「全員 1 回以上参加」「半
数以上が 1 回以上参加」が、「誰も参加しなかった」に
比べて有意に事業数が多いという結果が得られた。
　また、主催事業への重点については、「教養の向上」「家
庭教育 ･ 家庭生活」「市民意識 ･ 社会連帯意識」「職業
知識・技術」「指導者養成」では、大まかにまとめるな
らば、「全員 1 回以上参加」「半数以上が 1 回以上参加」

「半数未満が 1 回以上参加」の方が、「誰も参加しなか
った」より有意に重視度が高いという結果が得られた。
　

7-1　年間主催事業数と主事有資格者職員の有無（多重比較）

7-2　主催事業への重点と主事有資格者職員の有無（多重比較）

7-3　自主サークル数と主事有資格者職員の有無（多重比較）

8-1　年間主催事業数と研修参加度（多重比較）

8-2　主催事業への重点と研修参加度（多重比較）

8-3　自主サークル数と研修参加度（多重比較）
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いという結果が得られた。
　最後に、施設職員が施設外の社会教育行政関係者と
相談したり助言を受けたりする機会の多さが、どのよ
うな影響を与えているか確認したい（表 9）。年間主催
事業数については、「他施設職員」による相談などの機
会の場合のみ、事業数との有意な正の相関があるとい
う結果が得られた。
　また、主催事業への重点については、特に「社会教
育主事」「他施設職員」との相談等の機会は、主催事業
分野の全般にわたって、重視度と有意な正の相関があ
るという結果が得られた。「自治体職員」「県」との相
談の機会は、それよりもやや限定的な分野において、
有意な正の相関があるという結果が得られた。
　自主サークルについては全体数、主催事業由来サー
クル数ともに相談等の機会との有意な相関は見られな
かった。

表 9　相談をする・助言をうける機会による影響

　 

　 
　 

　 
　

　最後に、ここまでに使用してきた制度環境的要因の
独立変数を全て投入した重回帰分析の結果を提示する
と、表 10 の通りとなる。なお独立変数のうち「社会
教育主事発令」「施設の制度的位置づけ」「有資格職員」
はここではいずれもダミー変数とした。各々「社会教
育主事が発令されていない」「コミュニティセンターと
して位置づけられている」「有資格職員が配置されてい
ない」ケースを参照カテゴリーとし、それに対する「社
会教育主事が発令されている」「公民館 ･ 生涯学習セン
ターとして位置づけられている」「有資格職員が配置さ

9-1　年間主催事業数と相談・助言の機会（相関係数）

9-2　主催事業への重点と相談 ･助言の機会（相関係数）

9-3　自主サークル数と相談 ･助言の機会（相関係数）

表 10　制度環境的要因を独立変数とする重回帰分析
10-1　制度環境的要因の年間主催事業数への影響

10-2　制度環境的要因の主催事業の重点への影響
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の制度的位置づけ（公民館・生涯学習センターである
こと）が正の影響を及ぼしているが、主催事業由来の
自主サークル数については独立変数の明確な影響は見
られず、回帰モデル自体が有意ではない。なおこの分
析結果では、社会教育主事が発令されていない自治体
の施設の方が、自主サークル数が多いという解釈がで
きるが、次節で見るように、そもそも当該施設の設置
される自治体における社会教育主事の発令が、社会教
育施設としての制度的位置づけ、職員数、有資格職員
の設置といった、サークル数を増加させる要因に正の
相関があることも踏まえねばならない。この点で社会
教育主事の発令のもたらす影響については、慎重な解
釈が求められよう。
　

６．制度環境的要因の構造と背景
　
　以上の結果をまとめるならば、社会教育行政として
の制度環境的要因が整っているほど、①年間主催事業
数が多い傾向がある、②「教養の向上」「家庭教育 ･ 家
庭生活」「市民意識 ･ 社会連帯意識」「職業知識・技術」

「指導者養成」などのどちらかと言えば「必要課題」と
される分野への重視度が高くなる傾向がある、③自主
サークル数が多くなる傾向がある、といえよう。
　ただし、これらの制度環境的要因に関する変数は、
互いに高い相関を有していることについても指摘して
おかねばならない。
　例えば、社会教育主事発令の有無は、その自治体に
おける施設の制度上の位置づけ、施設ごとの職員数、
施設における主事有資格者職員の有無、研修参加度に
大きく関わっている（表 11）。ただし、相談したり助
言を受けたりする機会については、「社会教育主事」以
外は特に有意な相関がなかった註 8。
　大まかに言えば、社会教育法の規定どおりに社会教
育主事が発令されている自治体は、社会教育行政に関
わる制度環境的要因を全般的に整備していく傾向があ
る、ということになるであろう。
　
表 11　社会教育主事発令の有無と他の制度環境的要因との関係

　 

　

　 
　

れている」場合の効果を偏回帰係数として算出してい
る。また、研修参加については便宜的に、「全員が 1 回
以上参加した」「職員の半数以上が 1 回以上参加した」

「職員の半数未満が 1 回以上参加した」「誰も参加しな
かった」を各々 4 ～ 1 として点数化した。投入した全
ての変数について VIF 係数を算出したところ、全て 2
を下回っており、深刻な多重共線性は生じていないと
判断できる。
　それぞれの制度環境的要因が活動実態にどの程度の
影響を与えているか、概略を押さえると以下の通りと
なろう。
　第一に事業数に関しては、職員面の条件が充実して
いることが、特に正の影響を及ぼしていることがうか
がえる。
　第二に、主催事業への重点に関しては、「家庭教育 ･
家庭生活」「市民意識 ･ 社会連帯意識」「指導者の養成」
のように、いわゆる「必要課題」として設定される傾
向の高い内容への重点については、やはり職員面での
条件の充実が正の影響を及ぼしていることがうかがえ
る。
　第三に、自主サークル数については、その全体数に
ついては、施設職員面の充実や、社会教育施設として

10-3　制度環境的要因の自主サークル数への影響

11-1　社会教育主事発令の有無と施設の制度上の位置づけ（χ2
検定）

11-2　社会教育主事発令の有無と職員数（t検定）
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 また、これらの制度環境的要因が、地域特性と大き
く相関している点も見逃せない、本調査ではそれぞれ
の施設に、施設の立地する地域が「農村的」か「都市的」
かを 5 件法で聞いている。これを地域性認識と名付け
て量的変数として捉え（値が大きいほど「農村的」、低
いほど「都市的」と認識している）、制度的環境要因と
の間の関係を確認すると、相談をする・助言を受ける
機会以外は、明らかに都市部の施設の方が、制度環境
的要因において優位な位置づけにあることがわかる（表
12）。もちろん、制度環境的要因の多くは個々の施設
の立地に即して決定されるのでなく、様々な政治的経
緯を背景とした自治体の方針によって決定される部分
が大きい。しかし少なくとも、その自治体の方針に対
して地域特性が一定方向の影響を明らかに与えている、
ということはここからうかがうことができる。
　
表 12　地域性認識と制度環境的要因の関係

　 
　 

　

　 
　

　

　

７．おわりに
　
　本論文では、社会教育に関わるコミュニティレベル
の施設が社会教育事業を活発にかつ幅広く行う上で、
施設を取り巻く制度環境的要因がどのように作用して
いるかを検討してきた。
　本論文でのデータ分析を踏まえれば、社会教育研究
者、関係者の間でも一般に言われてきた、諸々の社会
教育の推進に即した制度環境の整備が、地道ではある
が効果がある、ということになろう。すなわち、「教育
委員会における社会教育主事の発令」「職員体制の充実

（十分な総職員数、常勤 ･ 専任職員数、社会教育主事有
資格者の施設への配置）」「職員の研修機会、相談の機会、
助言を受ける機会の充実」等である。
　  ただし、「主催事業を由来とする自主サークル」に
ついては、社会教育の推進に有利な制度環境的要因が
ある状況においても明確な効果が見られなかった、と

11-3　社会教育主事発令の有無と主事有資格者職員の有無（χ2
検定）

11-4　社会教育主事発令の有無と研修参加度（χ2検定）

11-5　社会教育主事発令の有無と相談する ･助言を受ける機
会（t検定）

12-1　地域性認識（単純集計）

12-2　地域性認識と施設の制度上の位置づけ（t検定）

12-3　地域性認識と職員数（相関係数）

12-4　地域性認識と主事有資格者職員の有無（多重比較）

12-5　地域性認識と研修参加度（多重比較）

12-6　地域性認識と相談をする･助言を受ける機会（相関係数）
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れば、社会教育主事に相談したり助言を受けた
りする機会がないのは当然のことである。その
意味ではここでの社会教育主事が発令されてい
ない自治体の施設の回答の平均値は「1」（＝全
施設が「全くない」と答える）になるはずであ
るが、そうなっていないのは、他自治体の社会
教育主事からのアドバイスを受けることがあっ
たり、あるいは質問の趣旨を正確にはくみ取れ
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いう点には留意する必要がある。社会教育施設職員が
学習プログラムを作成する際に、「プログラム終了後の
発展性」を見通すことの重要性はしばしば指摘される
ことであり、自治体社会教育事業のアウトプット、ア
ウトカムを示す上でも重要な側面の一つである。しか
し、そのような「終了後の発展性」を（少なくとも量
的データの観点からは）目に見える形で確認できなか
ったという点は、自治体社会教育事業の抱える課題の
一つとして留意すべきであろう。
　また、上記に示した制度環境的要因の改善について、
その実現可能性という観点から見た場合、これらの制
度環境自体が、簡単には介入・改善しにくいというこ
とも、急いで付け加えねばならない。
　例えば社会教育主事の配置は、周知の通りそもそも
社会教育法で都道府県 ･ 市町村に義務づけられている
にもかかわらず、実際の配置率は派遣社会教育主事の
給与に対する国の財政支援の廃止（1998 年）以降大
きく下落してきた。また、このような制度環境の整備
が、自治体の背景にある地域特性によってもかなり影
響を受けているということも見逃せない。特に、コミ
ュニティレベルの社会教育に関わる施設の設置形態が、
地域のニーズに応じて「公民館かコミュニティセンタ
ーか」を選択するという理想論によってではなく、前
節で見たように、都市部か農村部かによってかなりの
程度規定されている、ということにも留意すべきであ
ろう。
　このように、コミュニティレベルで社会教育に関わ
る施設の活性化については、ある程度明確な方策はあ
っても、その方策が財政的、政治的理由で採用しがた
いケースが多いという問題状況が見られる。本論文で
示した社会教育の推進に親和的な制度環境要因の条件
整備によって得られるメリットの有用性をどのように
政治的プロセスの中で主張するか、また、そのような
条件整備に対する合意をどのような政治的プロセスの
中で調達していくかという論点が、本論文の守備範囲
を超えた課題として存在していることを最後に提示し
ておかねばならないだろう。
　
　
註 1　出口寿久、福田菜々、谷口尚弘「公民館からコ

ミュニティセンター等への移行実態からみた社
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